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■ 金融商品取引業者 ■     ■ 受託者 ■ 

 

本書面は、金融商品取引法第 37 条の 4 第１項並びに金融商品取引業等に関する

内閣府令第98条第1項第4号及び同第2項並びに同業府令第109条に基づき、

本ファンドの財産の運用の状況について作成し、交付するものです。 
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AAAA．．．．運用の経過運用の経過運用の経過運用の経過    

 

１．１．１．１．当該計算期間における運用の経過当該計算期間における運用の経過当該計算期間における運用の経過当該計算期間における運用の経過 

 

受益者の皆様へ 

 

2013 年 12 月から 2014 年 2 月期における「ＭＦオープン」（以下「ファンド」といい

ます。）の商品投資(CTA)における運用状況を以下にご報告申し上げます。 

 

 当期の海外株式市場は、12 月に良好な経済指標を背景に米国で量的金融緩和の縮小が決

定されましたが、いつ縮小が始まるかという不安が逆に解消され、加えて長期にわたり超

低金利を継続するとのフォワードガイダンスもあったため、米国株式市場は FOMC(米連邦

公開市場委員会)後から上昇しました。また、欧州株式市場は、ドイツやユーロ圏の良好な

製造業購買担当者指数（製造業 PMI）に見られるように、順調な景気回復が期待され、米

国株式市場も底堅かったことから上昇しました。 

 その後、1 月に入ると米国株式市場、欧州株式市場ともに概ね下落基調となりました。

米国で発表された経済指標にやや陰りが見えてきたことと最近の急激な上昇からの調整、

量的緩和の縮小を背景とする新興国市場への懸念等から、FOMC で量的緩和の更なる縮小

が決定された後に急激に下落しました。欧州株式市場も米国と同様の理由で下落しました。 

2 月に入ると今度は、米国株式市場、欧州株式市場ともに概ね上昇傾向となりました。米

国で発表された幾つかの経済指標は低調でしたが、市場参加者は厳冬による影響を理由に

あまり材料視せず、株価も順調に推移しました。 

 以上のような投資環境のもと、当期の株価はダウ工業株 30 種平均では前期末に比べ約

1.5％の上昇、ユーロ・ストック 50 指数は同約 2.0％の上昇、日経平均株価は同約 5.2％

の下落、上海総合指数は同約 7.4％の下落となりました。 

 当期の国際商品市場をセクター別に見ていきますと、貴金属市場において金は、12 月に

米国でかねてからの課題であった量的緩和の縮小が決定されたため、金への資金流入が鈍

化するとの見方が優勢となり、また好調な株式市場を横目に安全資産としての魅力が後退

したため売り込まれました。１月になると欧米株式市場が調整局面を迎え、投資家のリス

ク回避的な行動から上昇しましたが、米国の量的緩和の縮小がこれからも予定されている

ことから上値は抑えられ、その後は横ばいの動きとなりました。2 月に入って米国経済指

標が厳冬の影響もあり低調に推移したことやドルが対ユーロで安かったこと、加えてロシ

アとウクライナの緊張が高まったことなどから堅調に推移しました。 

 エネルギー市場において原油は、12 月に株式市場の上昇を背景にエネルギー需要増加へ

の期待や、米国原油在庫の減少による需給のタイト感が台頭し、リビア、南スーダンなど

の地政学的リスクが加わって上昇しました。その後、欧州株式市場が調整局面を迎えたた
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め世界的な需要が小さくなるのではないかとの懸念により急落しました。ただ、米国中西

部が約 20 年ぶりの寒波に見舞われるなどの暖房需要で天然ガスが急激に上昇し、暖房油

などの石油製品も同様の理由で上昇したため、売り込まれていた原油も製品に引っ張られ

る形で値を戻しました。2 月に入ると、中国経済の不透明感や低調な米国経済指標への懸

念はあるものの、堅調な欧米株式市場やドル安を好感し上昇しました。 

 穀物市場において大豆は 12 月、北米産・南米産ともに供給サイドに不安要素は少なく、

加えて遺伝子組み換え問題で中国の購入成約がキャンセルされるのではとの懸念が相場を

圧迫したため下落しました。その後、米国産輸出の好不調に関する情報と南米産の生育状

況に関する情報が交錯し、上下幅の狭いレンジでの展開となり、今度はブラジル産地の天

候不順や米国産大豆の好調な輸出需要が改めて材料視されたため上昇しました。 

 当期の国際商品市場は国際商品指数である CRB 指数では前期末に比べ約 10.0％の上昇、

DJ-UBS 指数は同約 7.9％の上昇となりました。 

 こうした市場動向のもと、当ファンドにおけるコモディティ運用部分は、テクニカル戦

略プログラム（トレンド局面・レンジ局面 判定型）と、別タイプのテクニカル戦略プログ

ラム（トレンド・フォロー型)の 2 本の運用プログラムで運用しました。 

 トレンド局面・レンジ局面 判定型プログラムにおきましては、小麦、原油、金、とうも

ろこしなどの取引を行いました。プログラムにより銘柄毎に 2013 年後半から続いている

レンジを継続していると判断する局面が多かったためレンジでの取引手法を多く用いまし

たが、総じて商品市場はボラティリティがやや大きくなり、レンジ局面からトレンド局面

へ移行している状態であったため、結果的に当期はマイナス・リターンとなりました。 

もう一方のトレンド・フォロー型プログラムは大豆、金、ガソリン等の取引を行いました。

こちらは短期トレンドに、より対応できる仕組みとなっているためプラス・リターンとな

る銘柄もありましたが、マイナス・リターンとなる銘柄もあり、トータルではほぼ損益ゼ

ロで当期を終えました。 

国際商品市場は、ロシア・ウクライナ問題のように石油や穀物にとって重要地域での政

治不安による上昇圧力や、世界で主力消費者であった中国の経済成長鈍化などの下降圧力

を背景に、小さなレンジが続く状態から徐々に値動きの幅を大きくしています。これに連

れて 2 つのプログラムの収益機会も増加していくのではないかと期待しております。 

 当該期間のコモディティ運用部分の収益は約0.6％のマイナス・リターンとなりました。 

  



 3

 

２．当該計算期間末におけるファンドの状況２．当該計算期間末におけるファンドの状況２．当該計算期間末におけるファンドの状況２．当該計算期間末におけるファンドの状況 

（2014 年 2 月 28 日現在） 

① 資産総額 198,010,773 円 

② 負債総額 3,604,974 円 

③ 純資産総額（①－②） 194,405,799 円 

④ 当該計算期間末時点の総口数 27,994.08246 口 

⑤ 一口当たりの純資産額（③÷④） 6,944.53 円 
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BBBB．運用資産の状況．運用資産の状況．運用資産の状況．運用資産の状況 

 

1111．純資産総額及び．純資産総額及び．純資産総額及び．純資産総額及び一口当たりの純資産額一口当たりの純資産額一口当たりの純資産額一口当たりの純資産額のののの推移推移推移推移    

    

【設定来の純資産総額及び一口当たりの純資産額の推移】 

年月日 

純資産総額 一口当たり純資産額 騰落率 

分配落後 税込分配金 分配落後 税込分配金 期間 設定来 

千円 円 円 円 ％ ％ 

設定日 ※１ 300,020 - 10,000.00 - - - 

2013.9.30 233,653 0 7,234.00   △0.65 △27.66 

2013.10.31 223,760 0 7,182.02   △0.72 △28.18 

2013.11.30 215,893 0 7,156.50   △0.36 △28.44 

第 17 計算期間 215,893 - 7,156.50 - △1.71 △28.44 

2013.12.31 206,159 0 7,076.45   △1.12 △29.24 

2014.1.31 199,601 0 7,013.67   △0.89 △29.86 

2014.2.28 194,405 0 6,944.53   △0.99 △30.55 

第 18 計算期間 194,405 - 6,944.53 - △2.96 △30.55 

※１ 本ファンドの設定日は 2009 年 9 月 1 日です。 

※２ 当初の一口当たりの純資産額は 10,000 円です。 

※３ 当該計算期間中、償還はありません。 

※４ 純資産総額については、千円未満は四捨五入しています。 

※５ 騰落率計算方法（下記の当期末・前期末はそれぞれの時点の一口当たり純資産額を

表します。） 

期間騰落率 =
当期末�分配金込� −前期末�分配落�

前期末�分配落�
× 100 

 

設定来騰落率 =
当期末�税込分配金累計込� − 10,000.00

10,000.00 あ
× 100 
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２．純資産総額及び２．純資産総額及び２．純資産総額及び２．純資産総額及び一口当たりの純資産額一口当たりの純資産額一口当たりの純資産額一口当たりの純資産額のののの推移推移推移推移((((グラフグラフグラフグラフ))))    

    

【設定来の純資産総額及び一口当たりの純資産額の推移(グラフ)】 
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※ 設定日は 2009 年 9 月 1 日です。 

※ 基準価格は、一口当たり純資産額を意味します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 6

CCCC．．．．投資顧問会社による運用の状況投資顧問会社による運用の状況投資顧問会社による運用の状況投資顧問会社による運用の状況    

 

１１１１．．．．商品商品商品商品投資顧問業者投資顧問業者投資顧問業者投資顧問業者による運用の状況による運用の状況による運用の状況による運用の状況 

 

①当該計算期間の商品投資顧問業者の運用実績 

単位：千円 

計算期間 月次運用委託額 期間損益 月末運用委託額 期間騰落率 

2013 年 12 月 356,246 △920 355,326 △0.26% 

2014 年 1 月 355,326 △402 354,923 △0.11% 

2014 年 2 月 354,923 △668 354,256 △0.19% 

第 18 計 算 期 間 合 計  △1,990  △0.56% 

※１ 対象商品投資顧問業者は、ばんせい投信投資顧問株式会社です。 

※２ 月次運用委託額は、前月末運用委託額に、その月の追加・引出額を加減（月中に追

加・引出があった場合は、日割り計算したものを加減）したものです。 

※３ 期間損益は、投資顧問報酬（管理報酬・成功報酬）控除後の額です。 

※４ 単位未満については四捨五入しています。 

 

②直近 6 計算期間の商品投資顧問業者の運用実績 

計算期間 期間騰落率 設定来騰落率 

第 13 計算期間 

（2012 年 9 月 1 日～2012 年 11 月 30 日） 
△1.53％ △2.29% 

第 14 計算期間 

（2012 年 12 月 1 日～2013 年 2 月 28 日） 
△0.57% △2.85% 

第 15 計算期間 

（2013 年 3 月 1 日～2013 年 5 月 31 日） 
△0.42% △3.25% 

第 16 計算期間 

（2013 年 6 月 1 日～2013 年 8 月 31 日） 
△0.56％ △3.80% 

第 17 計算期間 

（2013 年 9 月 1 日～2013 年 11 月 30 日） 
0.07％ △3.73% 

第 18 計算期間 

（2013 年 12 月 1 日～2014 年 2 月 28 日） 
△0.56％ △4.26% 



 7

２２２２．投資運用業者による運用の状況．投資運用業者による運用の状況．投資運用業者による運用の状況．投資運用業者による運用の状況    

 

※対象投資運用業者は、ばんせい投信投資顧問株式会社です。 

 

①当該計算期間における債券の売買状況 

 

 該当はありません。 

 

②当該計算期間におけるその他の有価証券の売買状況 

 

 該当はありません。 

 

3333．．．．余資の運用余資の運用余資の運用余資の運用状況状況状況状況    

 

余資の運用としての新規の売買はありません。 
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DDDD．．．．当該当該当該当該計算期間末計算期間末計算期間末計算期間末における資産配分状況における資産配分状況における資産配分状況における資産配分状況    

 

１．１．１．１．商品先物取引商品先物取引商品先物取引商品先物取引 

 

種  別 取引所引値 取引枚数 倍率 配分金額（円） 比率 

メタルセクター  0  0 0.00% 

エネルギーセクター  1  12,720,731 64.6% 

Gasoline（売り） ＄297.49 1 420 12,720,731 64.6% 

穀物セクター  3  6,986,711 35.4% 

Corn（売り） ＄457.5 3 50 6,986,711 35.4% 

合計  4  19,707,442 100% 

※１ 配分金額については、実際の運用規模を反映するために、取引証拠金額ではなく、

以下のように計算される総代金額を記載しています。 

配分金額 ＝ 取引所引値 × 取引枚数 × 倍率 × 円換算レート 

円換算レート（ブルームバーグ：ニューヨーク引値）：101.81（JPY/USD） 

※２ 小数点以下については四捨五入しています。 

※３ 種別の項に記載される各商品の詳細は、以下の通りです。 

Gold 金 ニューヨーク・マーカンタイル取引所 

Silver 銀 ニューヨーク・マーカンタイル取引所 

Copper 銅 ニューヨーク・マーカンタイル取引所 

Crude Oil 原油 ニューヨーク・マーカンタイル取引所 

Gasoline ガソリン ニューヨーク・マーカンタイル取引所 

Natural Gas 天然ガス ニューヨーク・マーカンタイル取引所 

Heating Oil 暖房油 ニューヨーク・マーカンタイル取引所 

Soybeans 大豆 シカゴ商品取引所 

Wheat 小麦 シカゴ商品取引所 

Corn コーン シカゴ商品取引所 

Sugar 砂糖 インターコンティネンタル先物取引所（米国） 

 

２．デリバティブ取引２．デリバティブ取引２．デリバティブ取引２．デリバティブ取引 

  当該計算期間末において、資産配分はありません。 

 

３．３．３．３．有価証券等有価証券等有価証券等有価証券等（有価証券等デリバティブ以外）（有価証券等デリバティブ以外）（有価証券等デリバティブ以外）（有価証券等デリバティブ以外）    

  2014 年 2 月 28 日現在、有価証券等には投資を行っておりません。 
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EEEE．．．．財務計算資料等財務計算資料等財務計算資料等財務計算資料等 

 

１．貸借対照表（信託財産）１．貸借対照表（信託財産）１．貸借対照表（信託財産）１．貸借対照表（信託財産）    

 

区 分 
金 額（円） 

（2014 年 2 月 28 日現在） 

（資産の部） 

Ⅰ 流動資産 

  匿名組合出資持分 

流動資産合計 

資産合計 

 

 

194,405,799 

194,405,799 

194,405,799 

（負債の部） 

Ⅰ 流動負債 

流動負債合計 

負債合計 

 

 

0 

0 

（純資産の部） 

Ⅰ 元本等 

  １．信託元本 

  ２．利益剰余金 

元本等合計 

純資産合計 

 

 

275,973,146 

△81,567,347 

194,405,799 

194,405,799 

負債及び純資産合計 194,405,799 

 

※信託財産の全額は、BY INVESTMENT LTD.を営業者とする匿名組合に出資をしていま

す。 
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２．損益計算書（信託財産）２．損益計算書（信託財産）２．損益計算書（信託財産）２．損益計算書（信託財産） 

 

区 分 
金 額（円） 

（2013 年 12 月 1 日～2014 年 2 月 28 日） 

Ⅰ 営業収益 

  匿名組合出資利益 

  営業収益合計 

Ⅱ 営業費用 

  営業費用合計 

営業利益 

経常利益 

税引前当期純利益 

当期純利益 

期首利益剰余金 

当期末利益剰余金 

 

△47,405 

△47,405 

 

0 

△47,405 

△47,405 

△47,405 

△47,405 

△81,519,942 

△81,567,347 

 

※匿名組合の財務状況（貸借対照表・損益計算書）については、独立した監査法人の監査

を受けております（監査は毎年８月末に計算期間末日を迎える計算期間もしくは繰上償

還が行われた場合は、直前の計算期間末日の翌日からその繰上償還が行われた日までの

計算期間について行い、それ以外はレビューとなります）。 

※匿名組合出資持分に係る匿名組合の財務状況（貸借対照表・損益計算書）については、

添付資料の「匿名組合に係る監査報告書」をご参照ください。 
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FFFF．．．．販売状況等販売状況等販売状況等販売状況等 

 

１．当該計算期間における販売の状況１．当該計算期間における販売の状況１．当該計算期間における販売の状況１．当該計算期間における販売の状況    

 

募集期間 募集件数 募集額（円） 口数（口） 

2013 年 12 月 0 件 0 0 

2014 年 1 月 0 件 0 0 

2014 年 2 月 0 件 0 0 

第 18 計算期間累計 0 件 0 0 

運用開始来累計 392 件 541,270,000 54,772.133071 

※各期間の数字は、各設定日（購入基準日の翌営業日）がその期間に含まれるものの合計

となります。 

 

２．当該計算期間における解約及び償還の状況２．当該計算期間における解約及び償還の状況２．当該計算期間における解約及び償還の状況２．当該計算期間における解約及び償還の状況    

 

解約期間 解約件数 解約額（円） 解約口数（口） 解約留保金（円） 

2013 年 12 月 6 件 5,302,912 751.252835 13,289 

2014 年 1 月 2 件 2,712,403 387.700193 6,796 

2014 年 2 月 5 件 4,240,507 612.156134 10,627 

第 18 計算期間累計 13 件 12,255,822 1,751.109162 30,712 

運用開始来累計 184 件 234,822,850 27,390.206748 588,375 

※各期間の数値は、各解約申込期限日（毎月 25 日、休業日の場合は前営業日）がその月

に含まれるものの合計となります。 

※解約額は、解約留保金を控除した額です。 

※当該計算期間中に償還はありません。 
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３３３３．．．．当該計算期間における当該計算期間における当該計算期間における当該計算期間における資産資産資産資産増減額増減額増減額増減額のののの推移推移推移推移 

 

募集期間 増加額（円） 減少額（円） 増減額（円） 

2013 年 12 月 0 5,302,912 △5,302,912 

2014 年 1 月 0 2,712,403 △2,712,403 

2014 年 2 月 0 4,240,507 △4,240,507 

第 18 計算期間累計 0 12,255,822 △12,255,822 

運用開始来累計 541,270,000 234,822,850 306,447,150 

※各期間の数値は、各設定日（購入基準日の翌営業日）がその期間に含まれるものの合計

となります。 

 

４４４４．．．．当該計算期間における増減口数の推移当該計算期間における増減口数の推移当該計算期間における増減口数の推移当該計算期間における増減口数の推移 

 

募集期間 増加口数（口） 減少口数（口） 増減口数（口） 

2013 年 12 月 0 751.252835 △751.252835 

2014 年 1 月 0 387.700193 △387.700193 

2014 年 2 月 0 612.156134 △612.156134 

第 18 計算期間累計 0 1,751.109162 △1,751.109162 

運用開始来累計 54,772.133071 27,390.206748 27,381.926322 

※各期間の数字は、各設定日（購入基準日の翌営業日）がその期間に含まれるものの合計

となります。 
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GGGG．．．．分配分配分配分配状況状況状況状況 

    

１．１．１．１．分配分配分配分配の総額の総額の総額の総額    

 

当該計算期間は、分配を行ないませんでした。 

 

２２２２．一口当たりの．一口当たりの．一口当たりの．一口当たりの分配分配分配分配金額の推移金額の推移金額の推移金額の推移    

 

分配金額の推移は以下の通りです。 

 

計算期間末日 1 口当たり分配金 

2012 年 11 月末 － 

2013 年 2 月末 － 

2013 年 5 月末 － 

2013 年 8 月末 － 

2013 年 11 月末 － 

2013 年 12 月末 － 

2014 年 1 月末 － 

2014 年 2 月末 － 

    

ＨＨＨＨ．．．．重要な通知事項重要な通知事項重要な通知事項重要な通知事項 

２．運用業者２．運用業者２．運用業者２．運用業者((((受託者受託者受託者受託者))))    

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行株式会社ＳＭＢＣ信託銀行株式会社ＳＭＢＣ信託銀行株式会社ＳＭＢＣ信託銀行    

1．住所  東京都港区赤坂 1-12-32 アーク森ビル 

2．代表者  中川 雅博 

3．資本の額  7,550 百万円 

4．主要株主  株式会社三井住友銀行 

5．定款上の事業目的 

 

1.信託業務 

2.預金又は定期積金の受入れ、資金の貸付け又は手形の割引

並びに為替取引 

3.債務の保証又は手形の引受けその他の前号の銀行業務に

付随する業務 
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4.国債、地方債、政府保証債に係る引受け、募集又は売出し

の取扱い、売買その他の業務 

5.担保付社債信託法、その他の法律により銀行又は信託会社

が営むことのできる業務 

6.生命保険の募集に関する業務 

7.その他前各号の業務に付帯又は関連する業務 

6．主要業務 

 

1.信託業務 

2.普通銀行業務 

3.併営業務 

（1）不動産売買の媒介 

（2）財産に関する遺言の執行 

（3）財産の取得、管理、処分または貸借の代理業務 

（4）財産の整理または清算の代理事務 

7．設立経緯  
1986 年 2 月 25 日に旧ケミカル・バンクの間接 100％子

会社として設立 

8．役員氏名 

 

取締役会長 

代表取締役社長 

取締役副社長 

取締役副社長 

専務取締役 

常務取締役 

取締役 

取締役 

常勤監査役 

監査役 

監査役 

ローラン・デュプス 

中川 雅博 

齋藤 宏二 

川島 孝幸 

山田 千春 

石田 直也 

真鍋 浩 

吉岡 史人 

立石 一彦 

北川 博康 

吉村 靖 

9．役員の兼職状況 

 

取締役 真鍋 浩 

 

 

取締役 吉岡 史人 

 

 

監査役 北川 博康 

 

 

監査役 吉村 靖 

株式会社三井住友銀行を兼

務 

 

株式会社三井住友銀行を兼

務 

 

株式会社三井住友銀行を兼

務 

 

株式会社三井住友銀行を兼

務 

11．役員の本ファン

ドとの兼務状況 
 

該当なし 

12．商号の変更 

 

1996年11月 

 

2002 年 6 月 

 

 

2010 年 1 月 

親銀行の合併・商号変更に伴い、ケミカル

信託銀行からチェース信託銀行に変更 

ソシエテジェネラルの 100％間接子会社

となったことに伴い、エス・ジー・信託銀

行株式会社に変更 

ソシエテ ジェネラルグループ プライ
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2013年10月 

ベートバンキング部門において、傘下の法

人及び拠点に関し｢ソシエテ ジェネラ

ル｣という名称を冠した商号へ変更及び統

一することに伴い、ソシエテ ジェネラル

信託銀行株式会社に変更 

ソシエテ ジェネラルグループ持株会社

のソジェパルティシパシオンが保有する

当社全株式を株式会社三井住友銀行に譲

渡したことにより、株式会社三井住友銀行

傘下であることを対外的に明確に示すた

め、株式会社ＳＭＢＣ信託銀行に変更 

 

13．役員の変更 
 

役員の選任は、株主総会の普通決議に基づいて行います。な

お、役員の変更について監督官庁の承認は必要としません。 

14．定款変更、合併

並びに事業譲渡

及び譲受の手続

き 

 

主な定款の変更 

1996 年 11 月 商号変更による変更 

2002 年 6 月 商号変更及び株式譲渡に伴う変更 

2004 年 6 月 委員会設置会社に移行 

2006 年 6 月 会社法改正に伴う変更 

2009 年 6 月 目的の追加による変更 

2010 年 1 月 商号変更による変更 

2013 年 2 月 監査役会設置会社に移行 

2013 年 10 月 商号、役付取締役、員数の変更 

2013 年 12 月 発行株式総数、株主に株式等の割当て

 を受ける権利を与える場合の募集事項

 等の決定の変更 

2014 年 1 月 株券の不発行に伴う変更 

事業譲渡 

2002 年 6 月 モルガン信託銀行へ一部営業譲渡 

なお、定款変更、合併並びに事業譲渡及び譲受は、会社法の

規定に基づき、株主総会の特別決議を必要とします。 

15．主要な出資状況  なし 

16．訴訟事件等重要

事項 
 

本ファンドの運用に影響を及ぼすような訴訟その他の重要

事項はありません。 

17．貸借対照表  ｢契約締結前交付書面・別紙｣参照 

18．損益計算書  ｢契約締結前交付書面・別紙｣参照 

19．資本関係  金融商品取引業者および関係者との資本関係はありません。 
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本報告書の作成者及び本報告書に関するお問合せ先は、以下の通りです。 

商 号 等 ばんせい証券株式会社 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 148 号 

本社 所在地  〒104-0033 東京都中央区新川一丁目 21 番 2 号 茅場町タワー 

加 入 協 会 日本証券業協会 

指定紛争解決機関 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

お問 合せ先  本支店宛 

フリーダイヤル 0120-170-140（平日 9：00～17：00） 

 

■本報告書の記載事項等に関するお問合せ先 

本 社 お客様センター（平日 9：00～17：00） 

フリーダイヤル 0120-346-543 

※ご注文、資産運用のご相談及びお問い合わせは出来ません。 
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添付資料添付資料添付資料添付資料（（（（独立監査人のレビュー報告書独立監査人のレビュー報告書独立監査人のレビュー報告書独立監査人のレビュー報告書）））） 

BY INVESTMENT LTD.を営業者とする匿名組合の独立監査法人の監査報告書およ

び財務諸表（自 2013 年 12 月 1 日 至 2014 年 2 月 28 日）は以下の通りです。 
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